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マレーシア：High Court、会社の GST債務を理由

に元取締役に対して長期間課されていた出国禁止

措置を取消し 

 

   

 

概要 お問い合わせ先 

Wong & Partnersは、マレーシア High Court における司法審査申立手続（Judicial Review）においてあ

るマレーシア法人の元取締役 3 名を代理し、当該会社による物品・サービス税（Goods and Services 

Tax、以下「GST」）の未納を理由としてマレーシア王立関税局（Royal Malaysian Customs 

Department、以下「関税局」）が当該元取締役らに対して約 7 年間課していた出国禁止措置を取り消す

判決を勝ち取りました。 

本判決は、納税者、法人の現任取締役及び元取締役にとって重要な意義を有します。High Court は、会

社に GST債務があると主張されているという事実のみをもって、税務上の出国禁止措置を自動的又は機

械的に課すことは許されないことを明確に示しました。また、High Court は、関税・物品税局長

（Director General of Customs and Excise）が当該措置を講じるに当たっては、対象者が当該税金を納

付せずにマレーシアを出国しようとしている又は出国するおそれがあると合理的に信じるに足る証拠及

び正当な理由をあらかじめ有していなければならないと判示しました。 

重要な点として、High Courtは、元取締役らについて、問題となった GST債務が発生する前に既に取締

役を退任していたことから、会社の GST債務に関して個人的な責任を負わないと判示しました。 

このような事情の下、High Court は、本件出国禁止措置を無効であり、違法、不合理かつ自然的正義の

原則に反するものであると判断しました。本判決は、税務当局による出国制限権限の限界に関する重要

な指針を示すものであり、かかる権限は適切な事実的根拠に基づいて行使されるべきであって、税務当

局による徴収のための自動的又は機械的な手段として行使されてはならないことを改めて明確にしたも

のといえます。 
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背景 

申立人らは、GST 債務が未払いであるとされたマレーシア法人の元取締役でした。本件紛争における主

要な時系列は以下のとおりです。 

日付 事実経過 

2016年 8月 27日 株式譲渡取引の完了後、申立人らは 2016年 8月 27日付で取締役

を辞任し、会社の経営及び業務を新たな経営陣及び取締役会に引

き継いだ。ただし、取締役の変更はマレーシア会社委員会

（Companies Commission of Malaysia、以下「CCM」）に直ちに

は登録されなかった。 

2017年 6月 7日 申立人らが取締役を退任した旨が、CCMに登記上反映。 

2017年 6月 13日 問題となった GST債務の原因となる請求書の発行。 
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2017年 6月 30日～2018年 5

月 31日 

関税局が発行した納税請求書の対象となる課税期間。 

2019年 7月 8日 関税局は、入国管理局を通じて、会社に未払いの GST 債務があ

ると主張し、これを理由として申立人らに対する出国禁止措置を

課した。 

 

この時系列は、本件司法審査申立てにおいて極めて重要な意味を有していました。仮に関税局がCCMの

登記記録上の退任日である 2017年 6月 7日に依拠して処分を行ったとしても、問題となった請求書及び

関連する課税期間は、いずれも申立人らが既に取締役を退任した後に生じたものでした。 

それにもかかわらず、関税局は、会社に未払いの GST債務があると主張し、2014年 GST法第 49条に

基づき申立人らに対する出国禁止措置を課した上、これを継続しました。 

申立人らは、司法審査申立てにより当該出国禁止措置を争いました。本案審理の時点では、当該出国禁止措

置は既に約 7年間にわたり継続されていました。 

 

主要な争点 

関税局の主張 

 
関税局は、以下のとおり主張しました。 

• 当該会社には未払いの GST債務が存在しており、そのこと自体が、GST法第 49条に基づく元

取締役らに対する出国禁止措置の発令及び維持を正当化するため、本件出国禁止措置は適法で

ある。 

• CCM の登記記録によれば、元取締役らは関連する期間（2017 年 6 月）において依然として取

締役であったため、会社の GST債務について責任を負う立場にあった。 

• 関連する課税期間中に取締役であった者は、その実際の在任期間にかかわらず、当該期間に係る

GST全額について責任を負うのであり、関税局の実務上も、取締役の交代又は在任期間に応じて

GST債務を按分する取扱いは行われていない。 

 

申立人らの主張 

 

申立人らは、以下の理由により本件出国禁止措置は違法であると主張しました。 

 

• 申立人らに出国リスクがあることを示す証拠が存在しないこと：GST 法第 49 条は、関税局

が、申立人らがマレーシアから出国しようとしている、又は当該税金を納付せずに出国するお

それがあると信じるに足る理由を有することを要件としています。申立人らは、この要件は充

足されていないと主張しました。申立人らはいずれも高齢者であり、マレーシア国内に恒久的

な住居、家族、事業その他の強固な生活基盤を有していました。また、申立人らは一貫して関

税局に協力し、説明及び裏付け資料を提出するとともに、異議を留保した上で 19万リンギット

を支払っていました。さらに、仮処分による救済が認められた後に海外へ渡航したものの、そ

の後マレーシアに帰国しており、これは係争中の GST債務の支払を免れる目的で国外へ逃れる

意思があったとの見方とは整合しないと主張しました。 

• GST 債 務 が 発 生 し た 時 点 で 申 立 人 ら は 既 に 取 締 役 で は な か っ た こ と ： 

申立人らは、2016年 8月 27日をもって会社への関与を終了していました。仮に CCMの登記記

録上の退任日である 2017年 6月 7日を前提とした場合であっても、問題となった請求書の日付

は 2017年 6月 13日であり、また納税請求書の対象期間は 2017年 6月 30日から 2018年 5月

31日までであって、いずれも申立人らの取締役退任後に生じたものでした。 
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• GST 債務は裁判所管理手続において既に解決済みであること：申立人らは、裁判所管理人

（judicial manager）が関税局に対する支払を行い、問題となった GST 債務が既に弁済済みで

あることを宣誓供述により確認していたとの証拠に依拠しました。したがって、関税局は、裁

判所管理手続を通じて既に処理された会社の GST債務に関し、申立人ら個人に対する出国禁止

措置を維持すべきではないと主張しました。 

 

High Courtの判断 

High Court は、司法審査申立てを認容し、申立人らに対して課されていた出国禁止措置を取り消しまし

た。裁判所は、本件出国禁止措置は違法、不合理かつ自然的正義の原則に反するものであると判断しま

した。 

取締役に対する出国禁止措置を自動的に課すことはできない 

High Court は、GST 法第 49 条は、未納の税金が存在するという理由のみをもって、関税局が自動的に

出国禁止措置を課すことを認めるものではないと判示しました。 

関税局は、まず対象者が関連する税金を納付することなくマレーシアを出国しようとしている、又は出

国するおそれがあると合理的に信じるに足る証拠及び正当な理由を有していなければなりません。未払

いの税金が存在することのみでは不十分であるとされました。 

本件の事実関係において、High Court は、申立人らに出国リスクは認められないと判断しました。ま

た、High Courtは、海外渡航の自由は安易に制限されるべきではないことも認めました。 

元取締役は退任後に発生した税務上の債務について責任を負わない 

High Courtはさらに、問題となった GST債務が発生した時点において、申立人らは既に取締役ではなか

ったと判示しました。 

裁判所は、申立人らが会社の株式譲渡取引の完了に伴い 2016年 8月 27日付で取締役を退任したことを

認定し、その後会社が発出した書簡においても、当該退任が確認されていることを認めました。CCM の

登記記録上は取締役退任日が 2017年 6月 7日と記録されていましたが、裁判所は、登記記録は一応の証

拠（prima facie evidence）にすぎず、他の証拠によって覆され得ると判示しました。 

さらに、仮に CCMの登記記録上の退任日である 2017年 6月 7日を前提としたとしても、問題となった

GST債務の原因となる請求書の日付は 2017年 6月 13日でした。また、納税請求書の対象期間も 2017

年 6月 30日から 2018年 5月 31日までであり、いずれも申立人らの取締役退任後に生じたものでした。

そのため、申立人らは、取締役退任後に発生した会社の GST債務について個人的な責任を負うことはな

いと判断されました。 

 

 

主要なポイント 

本判決は、税務上の出国禁止措置は、会社に未払いの税務上の債務が存在するという理由のみをもって

課すことのできる通常の（routine）徴収手段ではないことを明確にした点で、重要な司法判断といえま

す。 

High Court は、税務当局が出国禁止措置を講じるに当たっては、まず法令上定められた要件を満たさな

ければならないことを明確にしました。すなわち、対象者が関連する税金を納付することなくマレーシ

アを出国しようとしている、又は出国するおそれがあると合理的に信じるに足る適切な証拠及び正当な

理由が存在しなければなりません。 

本件は 2014年 GST法に関する事案ですが、その判断内容は、2014年 GST法第 49条と同旨の規定（in 

pari materia）を含む 1967年関税法、2018年売上税法及び 2018年サービス税法における出国制限規定

についても参考となるものです。また、本判決は、特に出国リスクを示す証拠がないにもかかわらず機
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械的に出国制限が課された事案においては、1967 年所得税法に基づく内国歳入庁の出国禁止権限に対す

る異議申立てにおいても説得的な先例となり得ます。 

本判決はまた、取締役及び元取締役について、関連する期間において当該税務上の債務が適切に帰属す

ると認められる場合でない限り、会社の税務上の債務に関して個人的な責任を負わせるべきではないこ

とを改めて示しています。問題となる債務が会社に帰属し、かつ裁判所管理手続等の会社レベルの手続

を通じて既に処理されている場合には、個人に対する出国禁止措置を継続することの適法性は争われ得

るものと考えられます。 

納税者にとっての重要なメッセージは明確です。税金の未納があると主張されているという事実のみを

もって、出国禁止措置が正当化されるわけではありません。当局は、各事案の具体的な事実関係に基づ

き、適法かつ合理的に権限を行使しなければなりません。これらの要件が満たされていない場合には、

影響を受ける者は当該措置に対して異議を申し立てる余地があります。 

もっとも、High Court は現時点では口頭で判決理由を示したにとどまっているため、その理由付けは今

後公表される書面による判決理由においてさらに詳しく示される可能性があります。また、本判決は上

訴の対象となる可能性があります。 

 

 

 


